
2026/3/25

1

令和８年３月２５日（水）

さいたま市役所別館 第４委員会室

令和７年度 第３回さいたま市地域スポーツ・文化クラブ活動体制整備研究協議会

本日の内容

（１）報告
①令和７年度 第２回さいたま市地域スポーツ・文化クラブ活動

体制整備事業研究協議会での御意見への回答について
②本市の今後の取組について

（２）質疑応答
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①第２回研究協議会の御意見への回答について

「まちクラブ」の単位は、学校単位なのか、地域単位なのか。 【スライド４，６】

Ａ１ 新たな「地域クラブ」活動の形として、学校単位を基本とした「まちクラブ」に加えて、民間の習い事や
スポーツクラブが認定を受けて活動する「認定型地域クラブ活動」を想定している。
そして、「認定型地域クラブ活動」は地域を限定しないことを想定している。

生徒たちは、平日と休日の活動に、どのように参加するのか。 【スライド５】

平日と休日の参加について、自由度があっても良いのではないか。
Ａ２ 現在モデル校では、基本的に平日と同じ種目の地域クラブ活動に参加している。

休日の地域展開後は、生徒の希望に応じて、平日の部活動と異なる地域クラブ活動への参加も
できるようになる。

「まちクラブ」の責任の所在は、どのようになっているのか  【スライド７】
Ａ３ 法人格をもたない「まちクラブ」が単独でトラブル対応を行うことは難しい。

トラブルや事故の際の責任の所在は受託者である統括団体と委託者である教育委員会にあると認識。

受益者負担については、どのように考えているのか       【スライド10】
Ａ４ 受益者負担が必要であることについて、保護者の理解を得ていく必要がある。

令和８年度以降、保護者、児童生徒にアンケート調査を実施し、その結果を踏まえ、受益者負担を
円滑に始められるよう、仕組みを整える。

Ｑ１

Ｑ２

Ｑ３

Ｑ４

学校教育としての部活動は、
将来的になくなる。

スポーツクラブ・習い事地域クラブ活動学校部活動
民間地域学校運営主体

◎※各クラブで目的は様々○○技能向上主
な
目
的

○◎◎教育的意義(仲間意識・協調性など)

△※希望者を全て受け入れるわけではない◎※希望者は全て受入れ◎※希望者は全て受入れ福祉的役割（子どもの居場所）

◎○※経験のある指導者
△※安全指導等の安心感はあるが、

経験のない指導者の場合有
指導者の専門性

△（高額）
※各クラブで金額は様々

○（安価）◎（無償）
※活動費が発生する場合有

参加費用

◎ ※短期・長期も可◎ ※短期・長期も可△ ※原則、３年間継続参加期間の自由度

◎◎△ ※原則、かけもち不可複数参加

◎ ※多種多様○ ※生徒のニーズに応じた内容△ ※学校規模により限定的活動内容の種類

○◎※少子化・働き方改革のため持続可能性

「地域クラブ活動」を新たに創出
することで生徒の活動環境を確保

②市の今後の取組について
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将来（平日の地域展開後）休日の地域展開後現在

学校部活動
と

「地域クラ
ブ活動」

生徒の参加

大会の参加

指導者

学校の役割

平日 休日 平日 休日 平日＆休日

学校部活動に参加 学校部活動に参加 地域クラブ活動に参加 地域クラブ活動に参加

・学校の教育活動の一環として学校部活動を運営
・校長、教頭が管理監督、教職員が指導

・平日に使用している活動場所や用具をまちクラブに提供
・鍵や用具の管理等について、まちクラブと連携

・地域クラブ活動に活動場所や用具の提供を継続
・鍵や用具の管理等について、まちクラブと連携

・教職員、外部指導者
※外部指導者とは部活動指導員、部活動サ

ポーター

・平日の学校部活動は教職員、
外部指導者

・学校部活動として参加
・教職員が引率

・「地域クラブ活動」としての参加を検討
・「地域クラブ活動」の指導者が引率

※学校部活動として校外で活動する際は教職員が引率

・「地域クラブ活動」として参加
・地域の指導者が引率

・地域の指導者
※兼業の教職員、外部指導者は地域の指導者として、「地域ク
ラブ活動」の指導を行う

・休日の「地域クラブ活動」
は地域の指導者

※兼業の教職員、外部指導者は「地域クラブ活動」の地域の指導者を兼
ねることが可能

＜部活動地域展開の全体のイメージ＞

②市の今後の取組について

（Ｒ７）リスク法務ＷＧ【大会参加に向けた課題の整理】

【大会開催日、運営の課題】
・平日に大会を開催している現状、休日にしか活動がない「地域クラブ活動」の参加が難しい。
・現在の大会運営は中学校体育連盟が中心。「地域クラブ活動」で兼業する教員だけでは運
営できない。

学校単位が基本。将来的には、学校の規模等に応じて、「まちクラブ」
を統合して、地域単位とすることも考えられる。

（Ｒ８）中体連の大会の今後の在り方について、他県や他市の開催状況を
共有しながら関係各機関と検討を進める。

（Ｒ７）協議会【まちクラブの単位】 リスク法務ＷＧで検討

Ｑ１「まちクラブ」の単位は、学校単位なのか、地域単位なのか？

【大会の出場に向けた課題】
・「地域単位」とするためには、「地域クラブ活動」のいくつかのクラブ
や部活動を併せていく必要がある。

・現在の在籍する学校に希望する部活動がない場合に、他校の拠点校
部活動に参加し、大会に出場できる基準が県中体連の例外規定には
ある。

（Ｒ８）まずは、
市内の拠点校部
活動が大会に参
加できるように
する。 4

Ｑ１

5

②市の今後の取組について
（Ｒ７）協議会【生徒の活動】 事務局で検討

Ｑ２ 生徒たちは、平日と休日の活動に、どのように参加するのか。平日と休日の参加について、自由度があっても良いのではないか。

＜生徒の活動のイメージ＞
・現在モデル校では、基本的に平日と同じ種目の地域クラブ活動に参加している。
・休日の地域展開後は、生徒の希望に応じて、平日の部活動と異なる地域クラブ活動への参加もできるようになる。

Ｑ２
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管理運営
まちクラブ

・休日の地域展開実施までに各中学校に設置する
・学校、統括団体と連携し、地域クラブ活動を運営する・教育委員会から委託を受けた民間事業者がまちクラブを管理する

・地域の指導者、兼業を認められた指導者をまちクラブに派遣する

・生徒は希望に応じて、平日と同じ種目の地域クラブ活動に参加することも、別の種目に参加することも可能。
・まちクラブが実施する「地域クラブ活動」数をアンケートにより決定。
・保護者からの受益者負担は、指導者報酬に充当される。

〇統括団体、まちクラブの役割

①

＜休日の地域展開後の、新たな「地域クラブ活動」の形＞

指導者派遣・勤怠管理、受益者負担の集金、相談窓口設置、教育委員会に報告書を提出

②市の今後の取組について

6

管理運営

・指導者と独自の契約を行い、統括団体から独立し、管理運営する形

習い事教室
総合型地域スポーツクラブ
プロスポーツクラブ

等

まちクラブ

法人化したまちクラブが「地域クラブ活動」を運営する形

民間の習い事教室等を「地域クラブ活動」として、市が認定する形

管理運営運営する既存の習い事教室やスポーツクラブ等を市
に申請し、「地域クラブ活動」にする。または、新規に
設立する。

②

活動場所・鍵や用具等の管理、生徒情報などの学校との連携、保護者連絡

①，②の２つのパターンの「地域クラブ活動」が市内
に創出される

地域全体で子どもを支える体制へ転換する

7

②市の今後の取組について

（Ｒ７）協議会【責任の所在】 リスク法務ＷＧで検討

法人格をもたない「まちクラブ」が単独でトラブル対応を行うことは難しい。
・トラブルや事故の際の責任の所在は受託者である統括団体と委託者である教育委員会にあると認識。

今後、「まちクラブ」の法人化やクラブ認定制度導入について検討する。
法人化した「まちクラブ」や認定型地域クラブ活動については、そのクラブが責任の主体となる。

休日の地域展開実施までの期間に、業務委託型によ
る「まちクラブ」設立と並行して、クラブ認定制度に
ついても検討していく。Ｑ３ 「まちクラブ」の責任の所在は、どのようになっているのかＱ３

（Ｒ７）地域連携ＷＧ【「まちクラブマニュアル（素案）」の作成に向けて】

【構成員の課題】
誰が「まちクラブ」事務局長を担うことができるのか、どのような役割が適切なのか。
様々な関係団体にアプローチしているものの、具体化できていない。

＜様々な立場の整理＞
・ＰＴＡ関係者…保護者の協力が得やすい。
・学校施設開放関係者…鍵の管理やグランド調整など、地域との調整を図ることができる。
・青少年育成会や地区体育振興会、自治会連合会等の関係者…地域人材の活用につながる。
・学校地域連携コーディネーター…学校部活動との連携が図りやすい。

（Ｒ７）リスク法務ＷＧ【想定される「土日のトラブルの対応策」素案作成に向けて】

【フローチャート作成に向けた課題】
「まちクラブ」構成員の立場により、想定されるフローチャートの内容が変わってく
るため、「まちクラブ」構成員の立場や勤務形態を明確化する必要がある。

＜ＷＧでの意見＞
・土日に「まちクラブ」のメンバー１名以上が学校に勤務し、常駐するのが理想的ではないか。
・学校が地域人材や指導者の中から適切な人物を統括団体に推薦し、勤務する形が良いの
ではないか。

・選出が難しい場合、統括団体の運営管理者が事務局長を兼ねる形が良いのではないか。
・学校地域連携コーディネーターや学校施設開放関係者が兼ねることは可能なのか。

＜休日の地域展開後の、新たな「地域クラブ活動」の形＞

6
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＜本市の受益者負担の考え＞

②市の今後の取組について

（Ｒ７）財政戦略・運営ＷＧ【受益者負担額の考え方の整理】

【受益者負担の考え方】
・受益者負担は、指導者報酬に充当 ・統括団体が徴収

【シュミレーション】
・休日に活動している現在の市内部活動数は９４１部活（Ｒ６）
・すべての部活動を地域クラブ活動すると、休日の指導の指導者報酬のみで年間約9億円の財源が必要＝すべてを市の委託料で賄うことは現実的ではない。
・受益者負担額を月3,000円として、約7割の生徒が「地域クラブ活動」に参加する想定で創出可能な「地域クラブ活動」は約５６０
※その他、施設使用料、活動で使用する物品など、他にも費用の負担は生じる。

受益者負担で指導者謝金をすべて賄うため、既存の部活動を全て『地域クラブ活動』にしない。

（参考）受益者負担シュミレーション

基金やクラウドファウンディングの導入について、引き続き検討する。

9

＜受益者負担の試行について＞

受益者負担は休日の地域展開実施時に 全校で一斉に開始する

・一部学校での「地域クラブ活動」における受益者負担の試行は、保護者が不公平感を感じる。
・一部モデル校や実証事業で少額でも受益者負担を実施すると、その後増額する際に保護者の納得感を得ることができない。
・他の指定都市や県内市町村と同様に、受益者負担の開始には一定の周知期間が必要。
・保護者の納得感を優先すると、地域展開の目的が競技力強化であるような誤解につながる。
・保護者へのＰＲと周知を継続的に実施し、全校一斉での開始が適切であると考える。

②市の今後の取組について

（Ｒ７）財政戦略・運営ＷＧ
【受益者負担の試行シュミレーション】

＜３つのパターンを検討＞

○モデル校のいくつかの既存の「地
域クラブ活動」に指導力のある指
導者を派遣し、試行

○モデル校の全ての「地域クラブ活
動」で試行

○総合型地域スポーツクラブが既
存の「地域クラブ活動」を運営し、
試行

8
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～休日地域展開実施令和11年度令和９,10年度令和８年度

◎受益者負担開始●児童生徒アンケートの実施
（小5,6,中1） 【③】
→希望種目及び加入率の把握及

びその見込みに基づく収支見
通しの把握

●アンケートを基に、受益者負担額、
集金方法を決定 【④】

●受益者負担額と集金方法を周知
【⑤】

●児童生徒アンケートの実施
（小5,6,中1～3） 【③】
→希望種目及び加入率の把握及びそ

の見込みに基づく収支見通しの把
握

●受益者負担と集金方法を周知【⑤】

●「将来的には、休日の部活動が終了
し、地域クラブ活動が開始すること
に伴って、受益者負を一斉に開始す
ること」周知 【①】

●保護者アンケートの実施 【②】
→妥当額の範囲、集金方法の把握

●生徒アンケートの実施（中1～3）【③】
→希望種目及び加入率の把握及びそ

の見込みに基づく収支見通しの把握

改革実行期間（前期） 改革実行期間（後期）

②市の今後の取組について

（Ｒ７） 財政戦略・運営ＷＧ【徴収方法・収支見通しの検討】

【 アンケートの実施 】

受益者負担が必要であることについて、保護者の理解を得ていく必要がある。
令和８年度以降、保護者、児童生徒にアンケート調査を実施し、その結果を踏まえ、受益者負担を円滑に始められるよう、仕組みを整える。

①社会教育である地域クラブ活動が全校で開始することに伴って、受益者負担が全校一斉に開始することを周知する。
②受益者負担額の決定に向けて、妥当額の範囲や集金方法の把握のために全校の保護者にアンケートを実施する。
③希望種目及び加入率の見込みに基づく収支見通しを立てるために、児童生徒アンケートを実施する。
④アンケートを基に、受益者負担額、集金方法を検討し、決定する。
⑤受益者負担額と集金方法を３年間かけて、児童生徒、保護者等に周知する。

＜受益者負担までのスケジュール＞

Ｑ３ 受益者負担については、どのように考えているのかＱ４

休日の地域展開実施令和11年度令和９,10年度令和８年度

●全校展開開始
※受益者負担の開始●各まちクラブが設置する地域クラブ

活動内容について児童生徒、保護者へ
の周知

●休日の学校部活動終了、受益者負担額
集金方法についての周知

●将来的には、休日の「学校部活動」が終了し、
受益者負担による「地域クラブ活動」を全校で
開始することについての周知

●まちクラブによる地域クラブ活動の
設置（全校）

●まちクラブの立ち上げ（全校）
●まちクラブが統括団体と連携し、

運営体制を確立

●まちクラブの立ち上げ実施（モデル校）
●まちクラブの立ち上げ準備（全校）

●児童アンケートの実施（小5,6,中1）
→希望種目及び加入率を把握

●アンケートを基に、「地域クラブ活動」
を設置する種目、数について決定

●受益者負担額、集金方法等を決定
●児童アンケートの実施（小5,6,中1～3）

→希望種目及び加入率を把握
●アンケートを基に、「地域クラブ活動」

を設置する種目、数について検討

●保護者アンケートの実施
（妥当額の範囲、集金方法を把握）

●生徒アンケートの実施（中1～3）
→希望種目及び加入率の見込みに基

づく収支見通しを把握

改革実行期間（前期） 改革実行期間（後期）

児童生徒、保護者等への部活動地域展開の周知期間

地域クラブ活動の運営団体（まちクラブ）の運営手法の確立期間

地域クラブ活動設置に向けた準備期間

11

②市の今後の取組について

（Ｒ８～）人材確保、育成ＷＧ【指導者の勤務条件の整理、指導力担保のための研修体制の整備】

○報酬や指導日数、指導体制など、安心して指導が続けられる処遇の検討
〇指導者に最低限必要な資質・能力を身に付けるための研修メニューの検討

（Ｒ８～）人材確保、育成ＷG【さらなる人材確保に向けた取組】

指導者確保に向けた関係団体等へのアンケートを実施、情報収集
〇競技・種目ごとの指導可能な指導者数を把握する（約2,500名確保、内訳分析）
〇さらなる指導者確保のための関係団体の調査（すべての競技・種目を網羅）
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■児童生徒、保護者等への部活動地域展開の周知
□ＰＲリーフレットを活用し、休日の「学校部活動」がなくなり、将来的には「地域クラブ活動」を全校で開始することについて児童生徒、保護者へ周知する。
※「地域クラブ活動」は受益者負担が必要なことも併せて周知する。

■地域クラブ活動の運営団体（まちクラブ）の運営手法の確立
□「まちクラブマニュアル」を作成し、地域と各中学校が連携して「まちクラブ」を立ち上げることができるようにする。
□「まちクラブ」が、児童生徒アンケートを実施し、把握した希望種目に基づき、地域クラブ活動を設置する方法を確立する。
□管理を担う団体（民間事業者）と連携し、指導者の研修、危機管理体制等、管理体制を確立する。

■地域クラブ活動設置に向けた準備
□保護者アンケート、他自治体の事例、国の示す基準額を基に受益者負担額を検討する。
□児童生徒アンケートをもとに参加生徒数を試算し、指導者報酬額を検討する。
□児童生徒アンケートを実施し、希望種目及び加入率の見込みを把握し「地域クラブ活動」を設置する
種目、数を算出する。

＜令和8年度の取組＞

②市の今後の取組について

（Ｒ８）地域連携ＷＧ【広報活動の充実について】
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●学校を生涯スポーツ・文化クラブの拠点にする
・「地域が運営し、学校が場を提供する」形は、究極のコミュニティスクールの形

・学校単位だけではなく、いくつかの「地域クラブ活動」をあわせていく

＜本市の将来的な「地域クラブ活動」の目指す姿＞

生徒の持続可能な活動環境を確保するために

「学校部活動はなくなる」 → 新たに「地域クラブ活動」を創出する

●総合型地域スポーツクラブの参入に向けて検討する
・学校施設を地域に開放し、学校を生涯スポーツの拠点とする

・総合型地域スポーツクラブが学校施設を活用しながら生徒を指導できる環境整備に向けて検討する。

13

※地域、生徒・保護者に対し、本事業の将来的なイメージを周知する

②市の今後の取組について
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